
第３３回 議員提出条例に係る検証検討会 事項書 

 
平成 22 年５月 11 日(火)9:00 
議事堂６０１特別委員会室 

 

１ 子どもを虐待から守る条例（平成 16 年三重県条例第 39 号）につい

て 

 

（１）参考人意見聴取 

 
 

（２）その他 

 
 
 

２ その他 

 

※ 添付資料 
資料１ 参考人紹介 
資料２ 参考人への質問事項 
亀山市資料１ 「子ども総合センター（仮称）」のイメージ図（案） 
亀山市資料２ とぎれない子ども支援（月刊地域保健 2008/11 抜粋） 
亀山市資料３ 市町村における児童家庭相談の実態と今後の課題（子どもと福祉 Vol.2 抜

粋） 
亀山市資料４ 市町村におけるこれからの子ども相談とは？（システム論からみた援助組

織の協働 抜粋） 
明和町資料１ 明和町子ども家庭支援ネットワーク 関係図 
明和町資料２ 明和町子ども家庭支援ネットワーク設置要綱 
明和町資料３ 明和町子ども発達支援ネットワーク設置要綱 



資料１ 

議員提出条例に係る検証検討会 参考人紹介 
 
 

○ 志村浩二（しむらこうじ） 

亀山市子ども総合センター 専門監 
三重県臨床心理士会 副会長 

 
 

○ 宇野勉（うのつとむ） 

亀山市健康福祉部子ども支援室 主幹 
 
 

○ 井上香代子（いのうえかよこ） 

亀山市健康福祉部子ども支援室 主任主査 
 
 
 
 

○ 西田一成（にしだかずなり） 

明和町福祉子育て課 課長 
 
 

○ 椙本真理子（すぎもとまりこ） 

明和町福祉子育て課子育て係 保健師 
 
 

○ 杉野春香（すぎのはるか） 

明和町福祉子育て課子育て係 保健師 
 
 



資料２ 

参考人への質問事項（ｶｯｺ内は質問者） 

【市町における一次的な対応について】 

１．現在、児童虐待に関する相談については、市町が一次的に対応されている。 

市町においては、具体的に、どのような者からの相談などをきっかけにして、指導な

どの一連の対応が始まるのか。最初のきっかけは、いかなるものなのか。（今井委員） 

 

２．児童虐待に関して一次的に相談を受ける市町において、相談を受けて保護者等に指導

を行い一定の解決に至るなどといった、対応する事例で多いパターンなどがあるのか。

そのようなパターンは、いかなるものか。（真弓委員） 

 

３．市町において、児童虐待に関する相談への対応のために、いかなる体制を取っている

のか。（中村委員） 

 

４．地域協議会やネットワーク会議、ケース会議などの会議について、その開催状況や検

討内容など、これら会議における業務の多さはいかなる程度であるか。 

また、NPO 等民間の団体は、上記の会議どの程度参画しており、児童相談所や警察など

との連携が図られているのか。（杉本委員） 

 

５．児童虐待の防止や予防のため、地域における見守り体制の充実として、貴市町で独自

に取り組んでいる事業などはあるか。 

また、その独自の取組をさらに充実させるに当たっての課題があるか。仮に課題があ

るのであれば、いかなるものか。（杉本委員） 

 

【県と市町との連携について】 

６．児童虐待に関して市町が一次的な窓口となって対応したものの、専門的な知識及び技

術を必要とする事例として、児童相談所の支援等を求めた例としては、いかなる事例が

あるか。 

個人情報の保護などに支障を来さない範囲で具体例に即して、その事例の概要はいか

なるものであったか。（真弓委員、今井委員） 

 

７．児童虐待に関して市町が一次的な窓口となって対応したものの、専門的な知識及び技

術を必要とする事例として、児童相談所の支援等を求めた場合、その後市町は、当該事

例にいかなる形で関与するのか。 

あるいは児童相談所の支援を求めた後は、市町は、当該事例には関与しないのか。（真

弓委員） 

 

８．児童虐待の対応においては、市町と県との連携が重要であると指摘されるところであ

るが、現行の両者の関係で改善すべきと認識される部分があるか。（中村委員） 
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【県と市町との関係について】 

９．児童虐待に関する相談への対応に関して、他の市町との格差があると認識しているか。 

仮に格差があり、かつ、貴市町の対応は不十分な方であると認識されている場合、県

がいかなる支援を行うのが望ましいと考えるか。（今井委員） 

 

【県の取組について】 

10．児童虐待に関し、市町が一次的に相談を受けたものの、重篤な事例として児童相談所

に支援を要請し、さらに、当該児童相談所が、児童虐待防止法第８条の２の規定に基づ

いて保護者に対して出頭要求を行った例、同法第９条の規定に基づいて立入調査を行っ

た例の有無などを把握しているか。 

仮に、上記の例があると把握している場合、貴市町が把握する限りで、その概要はい

かなるものであったのか。（中森委員） 

 

11．子どもを虐待から守る条例第 25 条又は児童福祉法第 11 条第 1 項第 1 号の規定に基づ

き、児童相談センターが中心となって県は、市町に対して、事例対応や相談体制整備等

に向けた人材育成について支援を行っているところである。これらの取組に対し、改善

に向けた提案等意見があるか。（杉本委員） 

 

12．本県の子どもを虐待から守る条例第 21 条の規定に基づく「子どもを虐待から守る家」

について認識しているか。 

仮に認識している場合、貴市町にどの程度の件数が指定されているか把握しているか。

あるいは、貴市町内の「子どもを虐待から守る家」の所在について把握しているか。 

仮に所在について把握している場合、当該子どもを虐待から守る家に対して、情報提

供を行ったり、協力を要請したりなど関与することはあるか。 

また、貴市町から、この「子どもを虐待から守る家」の存在や役割について、子ども

に対して情報提供を行ったことはあるか。（中森委員及び杉本委員） 

 

13．貴市町に置かれた民生委員や児童委員は、本県の子どもを虐待から守る条例について

認識しているか。 

仮に、一定程度認識されている場合、本県のこの条例は、貴市町が把握している程度

でどのように評価されているのか。（中森委員） 

 

【NPO 等民間の団体について】 

14．児童虐待の防止のために取り組んでいきたいと希望している NPO 等民間の団体との協

働やそれへの支援など、市町として関与している部分はあるか。（杉本委員） 

 
































































